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NY マーケットレポート（2018 年 6 月 6 日） 
 

 
出所：SBILM 
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NY 市場レポート 
 

≪ NY市場概況 ≫ 

 

NY 市場では、米政権と EU などの貿易摩擦が悪化すれば世界経済成長の下押しリスクになるとの警戒感から円が買われ、序盤の

ドル円・クロス円はやや軟調な動きとなった。ただ、米国の貿易赤字が縮小したことや、トランプ 米大統領が通商問題を抱え

るカナダやフランスの首脳と会談を予定していることが明らかにされたことから、貿易摩擦への懸念が後退したことから堅調な

動きとなった。また、米主要株価が大幅上昇となったことも影響した。 

 

 

 

主要な米経済指標結果 

 

4 月貿易収支 -462 億 USD（予想 -491 億 USD・前回 -490 億 USD⇒-472 億 USD） 

 

4 月の米貿易収支の赤字額は、モノとサービスを合わせた国際収支ベースで前月比-2.1％となり、2017 年 9 月以来 7ヵ月ぶりの

低水準となった。4月の輸出総額は+0.3％の 2112.5 億ドル、輸入総額は-0.2％の 2574.4 億ドルだった。モノの貿易赤字は-1.5％

の 682.7 億ドル。国・地域ごとでは、対日赤字が-1.6％、対中赤字は+8.1％、対 EU 赤字は+20.6％だった。 

 

 

 

 

1Q 非農業部門労働生産性（前期比年率） 0.4％（予想 0.6％・前回 0.7％） 

 

1-3 月期の米非農業部門労働生産性の確定値は、前期比で速報値から下方修正された。前年比では+1.3％となった。賃金の指標

である単位労働コストは前期比+2.9％と速報値（2.7％）から上方修正、前年比では+1.3％。生産が+2.7％、労働時間が+2.3％、

時間当たりの労働報酬は名目ベースで+3.3％、物価動向を考慮した実質ベースでは-0.2％だった。また、製造業の生産性は-1.2％、

生産が+1.7％、労働時間は+2.9％だった。 
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S&P500は 4営業日続伸、ナスダックは最高値更新 

 

米株式市場は、米貿易収支で、赤字額が縮小したことを受けて、4-6 月期の米経済成長加速への期待感が高まった。また、米国

家経済会議（NEC）委員長が、トランプ米大統領が通商問題を抱えるカナダやフランスの首脳と会談を予定していると明らかに

したことから、投資家の不安がやや和らぎ、主要株価は堅調な動きとなった。ダウ平均株価は、序盤から堅調な動きが続き、約

2ヵ月ぶりの大きな上昇幅となった。また、S&P500 は 4 営業日続伸、ナスダックは最高値更新となった。 

 

 

出所：Bloomberg 
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出所：データを基に SBILM が作成 

 

 

ドル円・クロス円は堅調な動き 

 

NY 市場では、米政権と EU などの貿易摩擦が悪化すれば世界経済成長の下押しリスクになるとの警戒感から円が買われ、序盤の

ドル円・クロス円はやや軟調な動きとなった。ただ、米国の貿易赤字が縮小したことや、クドロー国家経済会議（NEC）委員長

がトランプ 米大統領が通商問題を抱えるカナダやフランスの首脳と会談を予定していることを明らかにしたことから、貿易摩

擦への懸念が後退し、ドル円・クロス円は堅調な動きとなった。また、米主要株価が大幅上昇となったことも影響した。一方、

プラート ECB 専務理事が、量的金融緩和政策の終了に向けた議論を今度の理事会でするとの見方を示したことを受けて、ECB の

金融政策の正常化が意識され、ユーロは主要通貨に対して堅調ない動きとなった。 

 

 

出所：総合分析チャート 

 

提供：SBI リクイディティ・マーケット株式会社 

お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ

と、独自に加工すること、 複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使用させることは出来ません。情報の内容について

は万全を期しておりますが、その内容を保証するものではありません。 また、これらの情報によって生じたいかなる損害につい

ても、当社および本情報提供者は一切の責任を負いません。 

本レポートに表示されている事項は、投資一般に関する情報の提供を目的としたものであり、勧誘を目的としたものではありま

せん。投資にあたっての最終判断はお客様ご自身でお願いします。  


